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Ⅰ 令和２年度事業計画 

 

１ 基本方針 

 

最近の我が国経済は，新型コロナウィルス感染症の影響により，個人消費や輸出が弱

含むなかで，足元で大幅に下押しされており，景気は厳しい状況にあります。先行きに

ついても，感染症の影響による厳しい状況が続くと見込まれており，内外経済をさらに

下振れさせるリスクに十分注意が必要な状況です。 

このような中，国においては，デフレからの脱却を確実なものとし，経済再生と財政

健全化の双方を同時に実現していくため，「経済財政運営と改革の基本方針2019」等に

基づき，潜在成長率の引き上げによる成長力の強化に取り組むとともに，成長と分配の

好循環の拡大を目指しています。 

県においては，茨城県総合計画に基づき，急速な人口減少・少子高齢化の進行，社会

経済のグローバル化，情報通信技術の劇的な進歩など，これまでに経験したことのない

時代の転換期を迎える中で，時代の変化に的確に対応し，未来に希望を持つことができ

る「新しい茨城」づくりを県全体で推進しています。 

そのような中，県では，令和２年４月１日に「一般財団法人いばらき中小企業グロー

バル推進機構」を設立しました。当機構は，県内中小企業のグローバル展開を強力に支

援するとともに，販路拡大支援，新技術・新製品開発支援，総合相談支援等を併せて実

施することにより，企業の経営革新，経営基盤の強化等を実現し，県内産業の振興に寄

与することを目的としています。 

また，当機構は，令和２年度中に公益財団法人に移行して公益財団法人茨城県中小企

業振興公社を吸収合併する計画であり，当該法人が実施する事業も併せて当機構が実施

することにより，ワンストップでより効果的な支援事業の実施に努めてまいります。 

このため，当機構におきましては，令和２年度は，海外展示会出展，海外展開支援員

等による「海外展開支援」，商談会開催，ビジネスコーディネーター等による「販路拡

大支援」，いばらきチャレンジ基金による「新技術・新製品開発支援」及び「海外販路

開拓支援」，中小企業エキスパート等による「課題解決支援」等に積極的に取り組んで

まいります。 
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２ 事業の概要 

 

(1) 海外展開支援事業 

急速な人口減少に伴い国内市場の縮小が進んでいく中で，企業活動の経済範囲は国

や地域の垣根を越えて急速な広がりを見せ，県内中小企業も，これら経済の広域化・国

際化に対応していくことが求められています。 

このため，海外で開催される展示会や商談会への参加機会を確保するとともに，専門

家によるフォローアップ態勢を充実させ，取引マッチングの促進を図ります。 

また，中小企業の国際化への対応力を高めるため，貿易相談や貿易実務研修の開催を

通して貿易取引に関する知識等をタイムリーに提供するとともに，グローバル展開を

強力に支援するため，更なる機能強化の検討を踏まえ，中小企業における海外対応力の

向上を図ります。 

さらに，日本貿易振興機構（ジェトロ）茨城貿易情報センターと連携し，海外に向け

た中小企業のビジネス展開や販路拡大などを効果的に支援します。 

このほか，ホームページやメールマガジンを通して国，県等の中小企業支援施策等の

情報や国際ビジネス情報を広く提供するとともに，「茨城県企業データベース」を整備

することによって中小企業の情報発信を支援します。 

 

① いばらきグローバルビジネス推進事業 

【県受託事業（グローバル戦略チーム】〔予算額：35,476 千円〕 

海外展開にチャレンジする食品及びものづくり分野の中小企業を支援するため，

食品及びものづくりの各専門家による支援や展示商談会への出展支援を実施します。

また，海外展開に関する相談対応や貿易実務研修を開催して支援します。 

    ア 専門家の配置                 ２人 

イ 展示商談会への出展支援            ３回 

ウ 貿易投資相談                 随時 

エ 貿易実務研修の開催            １コース 

オ 国際化セミナーの開催             随時 

カ ホームページ等による海外展開支援情報提供   随時 

キ メールマガジンによる海外展開支援情報提供  ４８回 

 

 (2) 受発注マッチング事業 

大手企業は国内工場の整理統合，グローバル調達の強化等を進めており，中小企業は

収益性の悪化や受注量の減少等，厳しい経営環境状況に直面しています。 

県が実施している受注企業実態調査結果では，前年度と比べて収益性が「悪くなった」

と回答した企業の割合は 16．7 ポイント増の 38．1％，受注量の動向等が「減少した」

は 20．1 ポイント増の 46.3％，今後の見通しが「悪くなる」「見通し難」は 16．5 ポイ
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ント増の 48．8％となっていることから，県内中小企業を取り巻く環境は厳しい状況に

あることが窺えます。また，経営上の課題としては，全体の 67.1％の企業が「受注量の

確保」と回答しており，受注販路拡大支援は喫緊の課題となっています。 

こうした中，県内中小企業の販路拡大を強力に支援するため，受発注情報の収集と取

引紹介のあっせんを実施するとともに，ビジネスコーディネーターを４人配置して県

内外の発注企業及び県内進出企業を継続的に訪問することにより，発注企業のニーズ

把握や発注案件の開拓を積極的に行います。 

また，県内中小企業と発注企業のマッチング機会をより多く創出するため，国内で開

催される専門展示会に茨城県ブースを出展して優れた技術や製品等をＰＲするととも

に，発注企業のニーズにスピーディーに対応する提案型商談会や近隣県との共催によ

る広域商談会等を開催して，県内中小企業の販路拡大を支援します。 

このほか，受発注取引に関する各種調査を実施し，的確な情勢把握に努めるとともに，

下請取引や補助金申請に関する各種相談に対応するなど，県内中小企業の経営の安定

化を支援します。 

 

① 中小企業受発注拡大支援事業 

【県補助事業（技術革新課）】〔予算額：50,091 千円〕 

    県内中小企業の経営基盤の強化を促進するため，受発注企業の登録促進，取引紹介

あっせん，受発注の情報提供，受発注調査等の各種事業を実施することにより，県内

中小企業の取引先の多角化，受注量の確保を支援します。 

 

ア 受発注企業の登録促進          随時 

イ 取引紹介あっせん            随時 

    ウ 受発注の情報提供             随時 

    エ 各種調査及び情報収集 

(ｱ)  発注企業実態調査            １回 

     (ｲ)  受注企業実態調査            １回 

     (ｳ)  取引状況調査              １回 

     (ｴ)  受・発注企業との情報交換会の開催   １回 

    オ 受発注取引に係る会議及び研修      ３回 

 

② ものづくり産業マッチング支援事業 

【県補助事業（技術革新課）】〔予算額：26,779 千円〕 

    ビジネスコーディネーター等による発注案件開拓，専門展示会への出展による技

術等のＰＲ，各種商談会の開催による発注企業とのマッチング機会の創出等を図り，

県内中小企業の販路拡大を支援します。 

ア ビジネスコーディネーター等の配置   ４人 
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    イ 専門展示会への出展          ３回 

ウ 広域商談会の開催           １回 

エ 提案型商談会の開催          ６回 

オ ビジネス情報交換会の開催       １回 

 

③ その他 

ア 下請取引等に関する各種相談      随時 

イ 補助金申請等に関する各種相談     随時 

 

(3) いばらきチャレンジ基金事業 

人口の減少や第4次産業革命の進歩，経済のグローバル化など社会の変化に対し，

本県の産業を継続的に発展させるため，最先端の科学技術やものづくり産業が集積す

る本県の強みを最大に生かした新技術・新製品開発や新たな市場獲得に向けた中小企

業等の取組を促進する必要があります。 

このため，中小企業者が行う革新的な新技術・新製品開発や海外販路開拓の取組を

支援します。 

 

① 助成事業 

【県補助事業（産業政策課）】〔予算額：60,324 千円（助成額 60,000 千円）〕 

事 業 名 助成期間 助成限度額 助成率 

ア 新技術・新製品開発促進事業 

新技術・新製品の開発又はそれら

を活用した新サービスの開発を支援

１年 

(当該年度内)
250 万円 最大 2/3 

イ 海外販路開拓促進事業 

海外の展示会出展を核とする販路

開拓等を支援 

１年 

(当該年度内)
100 万円 最大 2/3 

 

(4) 新事業支援事業 

経済のグローバル化が進む中で，企業間競争を勝ち抜いていくためには自社の経営

力・技術力を常に高めていくことが大変重要です。 

このため，中小企業の経営・技術等の課題を解決するための専門家を派遣して課題解

決を支援します。 

また，経営革新計画の承認を受けた中小企業が抱える計画遂行上の様々な課題を解

決するため，専門家のフォローアップにより支援します。 

 

① 新事業創出拠点事業 

   【県補助事業（産業政策課）】〔予算額：73,450 千円〕 
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    各分野の専門家が中小企業の各種相談に対応し，経営力の向上，新事業創出等を支

援します。 

    ア 経営・技術の相談               随時 

 

② 中小企業エキスパート派遣事業 

   【県補助事業（技術革新課）・企業負担金】〔予算額：35,293 千円〕 

    中小企業が抱える経営面（経営全般，労務管理，マーケティング等）や技術面（品

質・工程管理，生産・加工技術，新製品開発等）の課題を解決するため，エキスパー

ト（中小企業診断士，大手企業の元技術者等）を派遣して支援します。 

ア 総括テクノエキスパートの配置         ４人 

    イ エキスパート派遣             ８２０日 

 

③ 経営革新フォローアップ専門家派遣事業 

   【県受託事業（中小企業課）】〔予算額：1,766 千円〕 

    経営革新計画の承認を受けた中小企業が抱える計画遂行上の様々な課題を解決す

るため，マネジメント，財務等に精通した中小企業診断士やコンサルタント等の専門

家を派遣して支援します。 

    ア 専門家派遣日数               ５０日 

 

(5) 技術移転推進事業 

新たな事業展開等により競争力を高めていくため，大学や研究機関等から中小企業

へ提供可能な開放特許等の発掘を行うとともに，中小企業における技術導入のニーズ

把握からライセンス契約に至るまで，一貫して支援します。 

   また，大学等が保有する事業化の可能性が見込まれる研究成果（技術シーズ）等を中

小企業が活用するための交流機会等を開催するなど，新製品や新技術の開発等を目指

そうとする中小企業を支援します。  

 

【県補助事業（技術革新課）】〔予算額：17,487 千円〕 

大学等が保有する開放特許を調査して中小企業へ技術移転の仲介支援を行うほか，

開放特許提供者と中小企業者が事業化を検討するためのシーズ実用化検討会等を開

催して支援します。 

ア 特許関連情報（特許出願方法や支援施策等）の整備と提供 

イ 開放特許の登録              １００件 

ウ 特許技術の斡旋・仲介            ２４回 

エ シーズ発表会の開催              ２回 

オ シーズ実用化検討会の開催           ５回 
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(6) 中小企業情報発信事業 

機構ホームページやメールマガジンを通して国，県等の中小企業支援施策等の情報

を提供します。また，「茨城県企業データベース」を運営し，中小企業の自社ＰＲ等を

支援します。 

 

【県補助事業（技術革新課）】〔予算額：50,101 千円〕 

ア 茨城県企業データベースによる情報化支援    随時 

イ ホームページ等による情報提供         随時 

ウ メールマガジンによる情報提供        ４８回 

エ 相談窓口業務による情報提供          随時 

    オ 各種情報媒体による情報提供          随時 

 

 

３ (公財)茨城県中小企業振興公社を吸収合併した後に実施する事業の概要 

 

(1) いばらきチャレンジ基金事業 

平成30年10月に造成した「いばらきチャレンジ基金」の運用益を活用し，中小企業

者が行う革新的な新技術・新製品開発の取組を支援します。 

※基金造成 

区 分 金 額 備 考 

中小企業基盤整備機構 

茨城県 

中小企業振興公社 

6,000,000,000 円

20,000,000 円

1,490,000,000 円

10 年間の無利子貸付金 

同上 

10 年間工業技術振興基金 

計 7,510,000,000 円  

① 助成事業 

【国(中小企業基盤整備機構)・県(産業政策課)貸付金】 

〔予算額：34,618 千円（助成額 34,000 千円）〕  

事 業 名 助成期間 助成限度額 助成率 

ア 新技術・新製品開発促進事業 

新技術・新製品の開発又はそれら

を活用した新サービスの開発を支援

２年 500 万円 最大 2/3 

 

(2) 資金助成事業 

震災により特に甚大な被害を受けた中小企業者及び経営に支障を来した中小企業者

に対し，借入金に係る利子分の補給を引き続き行い震災からの復興・再生を支援します。 

また，平成２６年度末で廃止となった「小規模企業者等設備導入資金助成法」に基づ
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く設備資金貸付については，貸付残高（債権額）８９件，約２億５千万円余について，

引き続き貸付後の経営状況や貸付対象設備の稼働状況の把握に努めながら，必要に応

じて関係機関と連携した事後助言を実施します。また，未収債権については，企業訪問

等を実施して適切な債権管理に努めます。 

さらに，関東・東北豪雨により被害を受けた中小企業者の復興を支援するため，総額

３００億円の「茨城県関東・東北豪雨被災中小企業復興支援基金」の運用益により，復

興のための取組を支援します。 

 

① 中小企業災害復旧資金利子補給助成事業 

【国助成事業（中小企業基盤整備機構）】〔予算額：100 千円〕 

東日本大震災によって特に甚大な被害を受けた中小企業者が公的金融機関から事

業資金を借入れる際に生じた利子負担を軽減するため，その利子を全額補給して支

援します。 

ア 助成件数                   ２件 

イ 助成金額                 １８千円 

 

② 中小企業再生支援利子補給助成事業 

【国助成事業（中小企業基盤整備機構）】〔予算額：100 千円〕 

東日本大震災及び原子力発電所の事故により経営に支障を来した中小企業者が，

産業復興相談センターを活用して事業再建に取り組む際，旧債務に係る利子を全額

補給して支援します。 

ア 助成件数                   １件 

    イ 助成金額             １０，０００千円 

 

③ 設備資金貸付事業 

【県補助事業（産業政策課）】〔予算額：15,136 千円〕 

設備資金貸付事業に係る債権残について，適切な管理を行っていくとともに，未収

債権については，債権管理検討会による未収債権回収策の検討や債権回収強化月間

を定めて回収に努めます。 

    ア 貸付残高        ８９件 ２５９，８４７千円 

             （内訳） 

             正常債権 ８６件 ２３４，３５３千円 

             未収債権  ３件  ２５，４９４千円 

 

④ 債権管理受託事業 

【県受託事業（産業政策課）】〔予算額：346 千円〕 

県が平成１１年度まで実施してきた中小企業設備近代化資金貸付事業に係る未収
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債権について，企業訪問等により回収を行うとともに，債権放棄に係る調査等を実施

します。 

 

⑤ 茨城県関東・東北豪雨被災中小企業復興支援基金事業 

〔助成額 15,512 千円（繰越金 4,611 千円含む。）〕 

 平成２７年９月関東・東北豪雨により被害を受けた県内の中小企業の復興，被災地

域の活力の維持向上を図るため，総額３００億円の「茨城県関東・東北豪雨被災中小

企業復興支援基金」の運用益により支援します。 

ア 被災地復興イベント開催費等助成事業（助成限度額：200 万円）助成率 10/10 

【国（中小企業基盤整備機構）・県（中小企業課）貸付金】 

被災地域における商工業の復興のためのイベント等の開催事業に対して助成

します。 

イ 被災中小企業等販路開拓等助成事業（助成限度額：300 万円）助成率 3/4 

【国（中小企業基盤整備機構）・県（中小企業課）貸付金】 

被災地域における商工業の復興のために被災中小企業等グループ又はその構

成員が実施する事業に対して助成します。 

     (ｱ)  販路開拓 

     (ｲ)  誘客促進 

     (ｳ)  新事業の展開 

     (ｴ)  新商品・製品，新技術の開発 

 

(3) 設備貸与事業，県単独機械類貸与事業 

全未収債権が償却済みであることから，償却済の未収債権について，債権管理を実施

します。 
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　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：千円)
本年度(合併後) 本年度(合併前) 備考

Ⅰ 一般正味財産増減の部
１ 経常増減の部

(1)経常収益
①基本財産運用益

基本財産受取利息 345 0 345
②特定資産運用益

特定資産受取利息 1 0 1
③事業収益

協賛金収入 360 360 0
④受取補助金等

補助金(県) 322,854 305,188 17,666
助成金(国等) 200 0 200
受託金(県) 37,588 37,242 346
受託金(国等) 29 0 29

⑤受取負担金
負担金収入 12,917 12,917 0

⑥受取寄付金
受取寄付金振替額 50,130 0 50,130

⑦雑収益
雑収入 160 0 160

　　  経常収益計(A) 424,584 355,707 68,877
(2)経常費用

①事業費
役員報酬 13,123 11,378 1,745
給料手当 101,145 95,342 5,803
嘱託配置費 10,110 10,110 0
退職給付費用 9,742 9,031 711
福利厚生費 20,641 19,156 1,485
報償費 47,103 44,543 2,560
旅費 15,705 15,102 603
事務費 10,229 8,322 1,907
助成費 109,161 60,000 49,161
委託費 1,539 1,100 439
燃料費 522 277 245
器具及び備品減価償却額 172 0 172
保険料 55 0 55
水道光熱費 1,015 1,015 0
賃借料 51,301 50,032 1,269
公租公課 3,281 3,225 56
分担金・負担金 962 541 421
工事及び装飾費 11,926 11,926 0
賞与引当金繰入額 12,851 11,092 1,759
雑費 1,489 837 652

②管理費
役員報酬 400 0 400
給料手当 2,147 0 2,147
報償費 400 400 0
旅費 250 100 150
事務費 1,370 760 610
公租公課 130 130 0

Ⅱ　令和２年度収支予算書
１　収支予算書

項目 比較
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本年度(合併後) 本年度(合併前) 備考項目 比較
分担金・負担金 800 0 800
雑費 1,388 1,288 100

　　  経常費用計(B) 428,957 355,707 73,250
　　　当期経常増減額(C)(A-B) △ 4,373 0 △4,373

２ 経常外増減の部
(1)経常外収益

　  経常外収益計(D) 0 0 0
(2)経常外費用

　　  経常外費用計(E) 0 0 0
　　　当期経常外増減額(F)(D-E) 0 0 0
　　　当期一般正味財産増減額(G)(C+F) △ 4,373 0 △4,373
　　　　一般正味財産期首残高(H) 33,558 0 33,558
　　　　一般正味財産期末残高(I)(G+H) 29,185 0 29,185
Ⅱ　指定正味財産増減の部

(1)受取寄付金
受取寄付金 3,000 3,000 0

(2)特定資産運用益
特定資産受取利息 34,097 0 34,097

(3)一般正味財産への振替額
一般正味財産への振替額 △ 50,130 0 △50,130

　　　　当期指定正味財産増減額(J) △ 13,033 3,000 △10,033
　　　　指定正味財産期首残高(K) 1,564,313 0 1,564,313
　　　　指定正味財産期末残高(L)(J+K) 1,551,280 3,000 1,548,280
Ⅲ　正味財産期末残高(M)(I+L) 1,580,465 3,000 1,577,465
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　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：千円)

本年度(合併後) 本年度(合併前) 本年度(合併後) 本年度(合併前) 本年度(合併後) 本年度(合併前)

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１ 経常増減の部

(1)経常収益

①基本財産運用益

基本財産受取利息 0 0 345 0 345 0

②特定資産運用益

特定資産受取利息 1 0 0 0 1 0

③事業収益

協賛金収入 360 360 0 0 360 360

④受取補助金等

補助金(県) 322,854 305,188 0 0 322,854 305,188

助成金(国等) 200 0 0 0 200 0

受託金(県) 34,910 34,564 2,678 2,678 37,588 37,242

受託金(国等) 29 0 0 0 29 0

⑤受取負担金

負担金収入 12,917 12,917 0 0 12,917 12,917

⑥受取寄付金

受取寄付金振替額 50,130 0 0 0 50,130 0

⑦雑収益

雑収入 160 0 0 0 160 0

　　 経常収益計(A) 421,561 353,029 3,023 2,678 424,584 355,707

(2)経常費用

①事業費

役員報酬 13,123 11,378 0 0 13,123 11,378

給料手当 101,145 95,342 0 0 101,145 95,342

嘱託配置費 10,110 10,110 0 0 10,110 10,110

退職給付費用 9,742 9,031 0 0 9,742 9,031

福利厚生費 20,641 19,156 0 0 20,641 19,156

報償費 47,103 44,543 0 0 47,103 44,543

旅費 15,705 15,102 0 0 15,705 15,102

事務費 10,229 8,322 0 0 10,229 8,322

助成費 109,161 60,000 0 0 109,161 60,000

委託費 1,539 1,100 0 0 1,539 1,100

燃料費 522 277 0 0 522 277

器具及び備品減価償却額 172 0 0 0 172 0

保険料 55 0 0 0 55 0

水道光熱費 1,015 1,015 0 0 1,015 1,015

賃借料 51,301 50,032 0 0 51,301 50,032

公租公課 3,281 3,225 0 0 3,281 3,225

分担金・負担金 962 541 0 0 962 541

工事及び装飾費 11,926 11,926 0 0 11,926 11,926

賞与引当金繰入額 12,851 11,092 0 0 12,851 11,092

雑費 1,489 837 0 0 1,489 837

②管理費

役員報酬 0 0 400 0 400 0

給料手当 0 0 2,147 0 2,147 0

報償費 0 0 400 400 400 400

旅費 0 0 250 100 250 100

事務費 0 0 1,370 760 1,370 760

公租公課 0 0 130 130 130 130

２　令和２年度収支予算書内訳表

合計
項目

公益目的事業会計 法人会計

- 11 -



本年度(合併後) 本年度(合併前) 本年度(合併後) 本年度(合併前) 本年度(合併後) 本年度(合併前)

合計
項目

公益目的事業会計 法人会計

分担金・負担金 0 0 800 0 800 0

雑費 0 0 1,388 1,288 1,388 1,288

　　 経常費用計(B) 422,072 353,029 6,885 2,678 428,957 355,707

　　　当期経常増減額(C)(A-B) △ 511 0 △ 3,862 0 △ 4,373 0

２ 経常外増減の部

(1)経常外収益

　  経常外収益計(D) 0 0 0 0 0 0

(2)経常外費用

　　 経常外費用計(E) 0 0 0 0 0 0

　　　当期経常外増減額(F)(D-E) 0 0 0 0 0 0

　　　当期一般正味財産増減額(G)(C+F) △ 511 0 △ 3,862 0 △ 4,373 0

　　　　一般正味財産期首残高(H) 14,328 0 19,230 0 33,558 0

　　　　一般正味財産期末残高(I)(G+H) 13,817 0 15,368 0 29,185 0

Ⅱ　指定正味財産増減の部

(1)受取寄付金

受取寄付金 0 0 3,000 3,000 3,000 3,000

(2)特定資産運用益

特定資産受取利息 34,097 0 0 0 34,097 0

(3)一般正味財産への振替額

一般正味財産への振替額 △ 50,130 0 0 0 △ 50,130 0

　　　　当期指定正味財産増減額(J) △ 16,033 0 3,000 3,000 △ 13,033 3,000

　　　　指定正味財産期首残高(K) 1,529,313 0 35,000 0 1,564,313 0

　　　　指定正味財産期末残高(L)(J+K) 1,513,280 0 38,000 3,000 1,551,280 3,000

Ⅲ　正味財産期末残高(M)(I+L) 1,527,097 0 53,368 3,000 1,580,465 3,000

注記：合併後の金額に含まれる中小企業災害復旧資金利子補給助成事業18千円及び中小企業再生支援利子補給助成事業10,000千円，合計10,180千円については公益法人会計基
準(平成20年基準)注13「補助金等について」のただし書きの規定に基づき「預り補助金等」として処理する。
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３ 資金調達及び設備投資の見込みについて 

 

 

１ 資金調達の見込みについて 

  借入れの予定   なし 

  

２ 設備投資の見込みについて 

 設備投資の予定  なし 
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